
図解：租税特別措置法施行令の規定による特定の民間再開発事業等の認定 

認定事業の目的：細分化された土地をひとつにまとめ建物を集約することで、広場などの

空地を設け、防災性の向上や地域の活性化を図ることが出来る。土地等

所有者に対し税の減免を行うことで、民間の再開発事業を促進するもの。 

１ 特定の民間再開発事業の認定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 特定民間再開発事業の認定 
 

３ 地区外転出事情の認定   

 事情により地区外に転出 

事業のため 
土地等を譲渡 

特定民間再開発事業 

施行地区面積 1,000 ㎡以上 
（認定再開発 500 ㎡以上） 
４階建以上、耐火建築物 
道路、広場又は空地の確保 

施行地区面積 1,000 ㎡以上 
４階建以上、耐火建築物 
道路、広場又は空地の確保 

特定の民間再開発事業 

地区の要件 
再開発方針で定める 2 号地区 
都市再生緊急整備地区 
高度利用地区 
地区計画の区域 

認定による効果 
譲渡所得に係る所得税・住民
税の減免 

認定による効果 
譲渡所得に係る所得税の減免 買換え 

認定による効果 
譲渡所得に係る所得税の減免 

同じ土地で行われる 
事業の土地建物を取得 

他の事業 
要件の地区内で行われる 
他の事業の土地建物を取得 

・特定民間再開発事業 
・特定の民間再開発事業 
・市街地再開発事業 


